
派遣先担当者セミナー
セミナー開始まで、しばらくお待ちください。

・資料をお手元にご準備ください。

・通信機器・環境等の不具合等についての対応はできませんのであらかじめご了承ください。

・ご質問については、質問票にご記入の上、メールでお願いいたします。

・ミーティング（セミナー）退室後または終了後にアンケート画面が開きますので、ご回答を
お願いいたします。

神奈川労働局 職業安定部 需給調整事業課



派遣先担当者セミナー

令和７年10月16日・17日

神奈川労働局職業安定部

需給調整事業課
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１．派遣労働者の適正な受け入れについて

２．派遣先における派遣法違反・指摘事項等が多いもの

2

本日の内容
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１．派遣労働者の適正な受け入れについて



派遣元・派遣先それぞれが、労働者派遣法

等の法令を遵守し、適正に実施していく必

要があります。

4

労働者派遣とは

法第２６条第４項、第４０条の２第７項
②抵触日の通知
（労働者を無期雇用・６０歳以上に限定しない場合）

法第２６条第７項
①待遇に関する情報提供

法第２６条第１項
③労働者派遣契約

法第２６条第５項、第９項
抵触日の通知、待遇に関する情報提供がない
労働者派遣契約の締結禁止

労働者派遣事業の開始

法第３５条
④派遣先への派遣労働者の通知

法第４０条の９
⑤離職後１年以内の派遣労働者の
受入禁止に該当する場合の通知
（定年退職者等を除く）

法第３６条
⑧派遣元責任者
派遣労働者への必要な助言及び指導、
派遣労働者から申出を受けた苦情の
処理 など

法第４２条第１項、第２項
⑥派遣先管理台帳の作成
派遣終了から３年保存

法第４０条の２第４項
⑩過半数労働者の意見聴取
（事業所単位の派遣期間を延長し
ようとする場合）

期間制限抵触日の１か月前ま
でに聴取

法第４２条第３項
⑨派遣元への通知

法第４１条
⑦派遣先責任者
派遣元事業主との連絡調整、
派遣労働者から申出を受け
た苦情の処理 など

労働者派遣契約に係る手続きの流れについて（抜粋）

派遣先 派遣元

法第４０条の２第７項
⑪派遣可能期間を延長した通知
（事業所単位の派遣期間を延長した場合）
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【事業所単位※１の期間制限】

●派遣先の同一の事業所に対し派遣できる期間（派遣可能期間）は、

原則、３年が限度です。

●派遣先が３年を超えて派遣を受け入れようとする場合は、派遣先の事業所の過

半数労働組合など※２ に対して、派遣労働者を受け入れる事業所・延長しよう

とする派遣期間を示した上で、意見を聴く必要があります。

期間制限について（事業所単位の期間制限と、組織単位の期間制限の２つがあります）

※１ 事業所単位とは、工場、事務所、店舗など場所的にほかの事業所から独立していること、経営の単位として人事、経理、指導監督、
労働の態様等において、ある程度独立性を有していること、施設として一定期間継続するものであること等の観点から実態に即し
て判断（雇用保険の適用事業所に関する考え方と基本的に同じ）

※２ 過半数労働組合が存在しない場合、事業所の労働者の過半数を代表する者
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意見聴取の手続きについて

●過半数代表者の選出
派遣先の事業所に過半数労働組合がない場合は、労働者の過半数を代表する者（過半数代表者）が意見を聴

く相手となります。
過半数代表者は、次の両方を満たす必要があります。

（１）労働基準法第４１条第２号の「監督又は管理の地位にある者」でないこと
（２）投票、挙手等の民主的な方法によって選出された者であること

 過半数代表者が使用者による指名であるなどして民主的な方法によって選出されたものではない場合は、
 事実上意見聴取が行われていないものと同視して、労働契約申込みみなし制度の対象となります。

●意見聴取を行うタイミング
派遣先は、事業所単位の期間制限の抵触日の１カ月前までに、事業所の過半数労働組合等からの意見を聴き

ます。ただし、十分な考慮期間を設ける必要があります。

派遣先が意見を聴く際は「派遣可能期間を延長しようとする事業所」、「延長しようとする期間」について、
書面により通知します。また、事業所の派遣労働者の受入開始以来の派遣労働者数や、派遣先が無期雇用する
労働者数の推移等の、意見を述べる参考となる資料を提供する必要があります。
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意見聴取の手続きについて

●事業所の労働者への周知
意見を聴いた後は、次の事項を書面に記載し、延長しようとする派遣可能期間の終了後３年間保存し、事業

所の労働者に周知しなければなりません。

・ 意見を聴いた過半数労働組合の名称または過半数代表者の氏名
・ 過半数労働組合等に書面通知した日及び通知した事項
・ 意見を聴いた日及び意見の内容
・ 意見を聴いて、延長する期間を変更したときは、その変更した期間

●異議への対応方針等の説明
 意見を聴いた過半数労働組合等が異議を述べたときは、延長しようとする派遣可能期間の終了日までに

「派遣可能期間の延長理由及び延長期間」、「異議への対応方針」について説明しなければなりません。

派遣先は「説明した日及び内容」を書面に記載し、延長しようとする派遣可能期間の終了後3年間保存し、
事業所の労働者に周知しなければなりません。

●事業所単位の派遣可能期間を延長した場合には、速やかに、労働者派遣法４０条の２第７項に基づき、
延長後の抵触日を通知する必要があります。
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【組織単位※の期間制限】
同一の派遣労働者を、派遣先の事業所における同一の組織単位に対し派遣でき

る期間は、３年が限度です。

組織単位
「人事課」

組織単位
「会計課」

※ 事業所等における組織単位については、課、グループ等の業務としての類似性や関連性がある組織であり、かつ、その組織の長が業務の配
分や労務管理上の指揮命令監督権限を有するものであって、派遣先における組織の最小単位よりも一般に大きな単位を想定しているが、名称に
とらわれることなく実態により判断すべきものである。ただし、小規模の事業所等においては、組織単位と組織の最小単位が一致する場合もあ
ること。また、実際上の取扱いとしては、派遣先における組織が指定されることから、派遣先がこの基準に従って指定することが通常であると
考えられること。

A A

A

B
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期間制限の例外

◆以下の場合は、期間制限がかかりません。

●派遣する派遣労働者が

・派遣元事業主で無期雇用されている派遣労働者

・６０歳以上の派遣労働者

●以下の業務に派遣労働者を派遣する場合
・終期が明確な有期プロジェクト業務（事業の開始、転換、拡大、縮小又は廃止のための

業務であって一定期間内に完了するもの）

・日数限定業務（１カ月間に行われる日数が通常の労働者に比べ相当程度少なく、

かつ、月10日以下であるもの）

・産前産後休業、育児休業・介護休業などを取得する労働者の業務
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事業所単位の期間制限

派遣先の事業所ごとの業務について、労働者派遣の終了後に再び派遣す
る場合、派遣終了と次の派遣開始の間の期間が３ヶ月を超えないときは、
労働者派遣が継続しているものとみなされます。

派遣先の事業所における同一の組織単位ごとの業務について、労働者派遣
の終了後に同一の派遣労働者を再び派遣する場合、派遣終了と次の派遣開始
の間の期間が３ヶ月を超えないときは、労働者派遣が継続しているものとみ
なされます。
●派遣先が派遣可能期間の延長手続きを回避することを目的として意図的にクーリング

期間を設けて派遣の受け入れを再開することは脱法行為として是正指導等の対象となり

ます。

いわゆる「クーリング期間」について

個人単位の期間制限
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（問題）

派遣先Ａでは派遣元Xから、令和４年４月１日より派遣を受け入れた後、

派遣元Yからも令和５年４月１日より派遣を受け入れた。

この場合の抵触日は？

①派遣元に関係なく、令和７年４月１日となる。

②派遣元ごとに派遣元Xの抵触日は令和７年４月１日、

派遣元Yの抵触日は令和８年４月１日となる。

事業所単位の期間制限についてよくある間違い

（補足）
上記について、受け入れた派遣労働者は期間制限の対象となる者のみで、派遣労働者の受け入れがな

かった空白期間はないことを想定。

また、令和４年４月１日より前に派遣先Ａで受け入れた派遣労働者はいなかったものとする。
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正解は①です。

（解説）

事業所単位の期間制限は、派遣先の事業所において、最初に受け入れた期間制
限の対象となる派遣労働者（派遣元派遣元事業主で無期雇用されている者、60
歳以上の者等を除く）を受け入れた日から起算します。

そのため、事業所単位の期間制限は、派遣元ごとに起算するのではなく、派遣
元が複数あったとしても、派遣先で期間制限の対象となる派遣労働者を受け入れ
た最初の日から起算され、抵触日は派遣先事業所につき、ひとつしか存在しま
せん。

なお、派遣元X、派遣元Yにしてみれば、派遣先Aが派遣労働者を最初に受け
入れた日は分かりませんので、派遣先は派遣契約を締結する際にあたり、あらか
じめ派遣元に抵触日を通知しなければいけません。

事業所単位の期間制限についてよくある間違い
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労働契約申込みみなし制度

派遣先が一定の違法派遣を受け入れている場合、違法状態が発生した時点にお
いて、派遣先が派遣労働者に対して、当該派遣労働者の派遣元事業主における労
働条件と同一の労働条件を内容とする労働契約の申し込み（直接雇用の申込み）
をしたものとみなす制度です（労働者派遣法第40条の6 平成27年10月1日施
行）。

派遣先 派遣元事業主

派遣労働者を違法派遣

派遣労働者が希望する場合、申込みを承諾
（承諾するかどうかは、派遣労働者の希望による）

派遣先が当該労働者に労働契
約を申し込んだものとみなす

派遣労働者
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労働契約申込みみなし制度の対象となる違法派遣の類型

●派遣先等が以下の業務に派遣労働者を従事させた場合には、その派遣労働者

に対して労働契約を申し込んだものとみなされます。

⑴ 港湾運送業務

⑵ 建設業務 

⑶ 警備業務 

⑷ 病院等における医療関連業務※

※ ⑷については紹介予定派遣の場合や産前産後休業・育児休業・介護休業等を取得する労働者の代替の場合等は派遣が可能です。

①派遣労働者を禁止業務に従事させること
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労働契約申込みみなし制度の対象となる違法派遣の類型

●無許可事業主から労働者派遣を受けた場合には、

その事業主から受け入れた派遣労働者に対して

労働者派遣を受けた者が労働契約を申し込んだ

ものとみなされます。

●許可事業主については、厚生労働省が運営する

「人材サービス総合サイト※」で確認することが

できます。

※許可を得ている全ての事業所を掲載しています。

ただし、新規に許可を得た事業所については、許可後おおむね２週間経過すると

反映されます。

②無許可事業主から労働者派遣の役務の提供を受けること
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労働契約申込みみなし制度の対象となる違法派遣の類型

●以下の場合は、期間制限の抵触日以降、受け入れた派遣労働者（期間制限の対

象外の派遣労働者を除く）に対して派遣先等が労働契約を申し込んだものとみ

なされます。

⑴ 抵触日の1か月前までに過半数労働組合等から派遣可能期間を延長するため

の意見聴取を行わずに、引き続き労働者派遣を受けた場合

⑵ 意見を聴取した過半数代表者が管理監督者であった場合※２

⑶ 派遣可能期間を延長するための代表者選出であることを明示せずに選出され

た者から、意見聴取を行った場合

⑷ 使用者の指名等の非民主的方法によって選出された者から意見聴取を行った

場合

③ 事業所単位の期間制限に違反して労働者派遣を受けること※１

※１ 労働者派遣法第40条の２第４項に規定する意見聴取の手続のうち、厚生労働省令で定める手続が行われないことにより、
派遣可能期間を超える期間継続して労働者派遣を受ける場合を除く。

※２ 管理監督者しかいない場合に、民主的な方法によって選出された者から意見聴取を行った場合は除きます。
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労働契約申込みみなし制度の対象となる違法派遣の類型

●同一の派遣労働者を、３年を超えて派遣先等の同一の組織単位に従事させた場

合、その派遣労働者に対して派遣先等が労働契約を申し込んだものとみなされ

ます。

④個人単位の期間制限に違反して労働者派遣を受けること

●③事業所単位の期間制限および④個人単位の期間制限の抵触日については、派

遣元事業主から派遣労働者に対して、明示することになっています。
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労働契約申込みみなし制度の対象となる違法派遣の類型

●労働者派遣法または同法により適用される労働基準法等

の適用を免れる目的で、請負契約等の契約を締結し、

実際には労働者派遣を受けた場合には、労働契約申込み

みなし制度が適用されます。

●労働者派遣と請負の区分については、厚生労働省の

ホームページで「労働者派遣事業と請負により行われる

事業との区分に関する基準」等を公表しています。

⑤いわゆる偽装請負等※１

※１ 労働者派遣法等の規定の適用を免れる目的で、請負やその他労働者派遣以外の名目で契約を締結し、
必要とされる事項を定めずに労働者派遣を受けることをいう。
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２．派遣先における派遣法違反・
指摘事項等が多いもの



● 派 遣 労 働 者 を 受 け 入 れ る 場 合 、 派 遣 元

（ 派 遣 会 社 ） だ け で な く 、 派 遣 先 に お

い て も 労 働 者 派 遣 法 に 定 め れ ら れ た 措

置 を 講 じ る 必 要 が あ り ま す 。

● 定 め ら れ た 措 置 を 講 じ て い な い 場 合 、

労 働 者 派 遣 法 違 反 と し て 、 「 厚 生 労 働

大 臣 に よ る 勧 告 」 、 「 事 業 主 名 等 の 公

表 」 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。

20

● 「 派 遣 労 働 者 を 受 け 入 れ る た め に は 必

要 な 対 応 が あ り ま す ！ 改 め て ご 確 認

を 」

「 派 遣 労 働 者 の 受 け 入 れ は 派 遣 先 に も

責 務 が 生 じ ま す 」

の リ ー フ レ ッ ト を よ く 読 ん で 、 適 正 な 内

容 に な っ て い る か 、 再 確 認 し て く だ さ い 。
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提供する「待遇に関する情報」とは

① 「職務の内容」と「職務の内容及び配置の変更の範囲」が同じ通常の労働者
② 「職務の内容」が同じ通常の労働者
③ 「業務の内容」又は「責任の程度」が同じ通常の労働者
④ 「職務の内容及び配置の変更の範囲」が同じ通常の労働者
⑤ ①～④に相当するパートタイム・有期雇用労働者

※ 当該パートタイム・有期雇用労働者が、パートタイム・有期雇用労働法等に基づき、派遣先の通常の労働者との間で「均衡待遇」が確保されて
いる場合に限る。

⑥ 派遣労働者と同一の職務に従事させるために新たに通常の労働者を雇い入れたと仮定した場合における当該労働者（仮想の通常の労働者）
※ 当該労働者の待遇について、仮に雇い入れた場合の待遇であることを証する就業規則等の一定の根拠に基づき決定されていることが必要。かつ、

当該労働者が、派遣先の通常の労働者との間で「適切な待遇」が確保されている場合に限る。

【派遣先均等・均衡方式】の場合

① 比較対象労働者の職務の内容、職務の内容及び配置の変更の範囲並びに雇用形態
② 比較対象労働者を選定した理由
③ 比較対象労働者の待遇のそれぞれの内容（昇給、賞与その他の主な待遇がない場合には、その旨を含む。）
④ 比較対象労働者の待遇のそれぞれの性質及び当該待遇を行う目的（例：基本給は能力向上の努力促進及び長期勤続奨励）

⑤ 比較対象労働者の待遇のそれぞれを決定するに当たって考慮した事項（例：能力・経験及び勤続年数を考慮）

【労使協定方式】の場合

① 派遣労働者と同種の業務に従事する派遣先の労働者に対して、業務の遂行に必要な能力を付与するために実施する教育訓練（法第40条第２項の教
育訓練）

② 給食施設、休憩室、更衣室（法第40条第３項の福利厚生施設）

〇比較対象労働者とは ※派遣先均等・均衡方式の場合

派遣先の通常の労働者のうち、次の①～⑥の優先順位によりそれぞれの派遣労働者ごとに「比較対象労働者」が派遣先により
選定され、派遣元は比較対象労働者の待遇情報に基づいて、派遣先の通常の労働者との均等・均衡待遇を確保します。



① 待遇に関する情報提供－１

◆ 労 働 者 派 遣 契 約 を 締 結 す る 前 に 、 比 較 対 象

労 働 者 の 待 遇 等 に 関 す る 情 報 を 派 遣 元 に 対

し て 、 書 面 等 に よ り 提 供 し な け れ ば な ら な

い 。

（ 法 第 2 6 条 第 7 項 、 則 第 2 4 条 の 3 第 1 項 ）
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【 よ く あ る 派 遣 法 違 反 ・ 指 摘 さ れ る ケ ー ス 】

・ 労 働 者 派 遣 契 約 の 締 結 の 都 度 、 あ ら か じ め 提 供

し て い な い 。

・ 前 回 か ら 変 更 が 無 い か ら 提 供 し て い な い 。

・ 変 更 が 無 い こ と を 口 頭 で 伝 え た 。

・ 派 遣 元 か ら 求 め ら れ て い な い か ら 、 提 供 し て い

な い 。

※この資料において法令等の名称について以下の通り略して示しています。
法：労働者派遣法 則：労働者派遣法施行規則

資料「労働者派遣事業とは…」 P６



① 待遇に関する情報提供－２

◆ 福 利 厚 生 施 設 （ 給 食 施 設 （ 食 堂 等 ） 、 休 憩

室 、 更 衣 室 ） の 内 容 の ほ か 、 業 務 に 必 要 な

能 力 を 身 に つ け る た め の 教 育 訓 練 の 内 容 を 、

派 遣 元 に 提 供 し な け れ ば な ら な い 。

（ 法 第 2 6 条 第 ７ 項 、 則 第 2 4 条 の ４ ）
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【 よ く あ る 派 遣 法 違 反 ・ 指 摘 さ れ る ケ ー ス 】

・ 福 利 厚 生 施 設 （ 給 食 施 設 （ 食 堂 等 ） 、 休 憩 室 、

更 衣 室 ） が 無 い 場 合 に 、 無 い 旨 を 提 供 し て い

な い 。

・ 教 育 訓 練 が 有 る 旨 を 提 供 し て い る だ け で 、

具 体 的 な 内 容 を 提 供 し て い な い 。

※この資料において法令等の名称について以下の通り略して示しています。
法：労働者派遣法 則：労働者派遣法施行規則

資料「労働者派遣事業とは…」 P６



② 派遣可能期間の制限に抵触する日の通知

◆ 労 働 者 派 遣 契 約 を 締 結 す る 前 に 、 派 遣 可 能

期 間 の 制 限 に 抵 触 す る こ と と な る 最 初 の 日

を 派 遣 元 に 対 し て 、 書 面 等 に よ り 提 供 し な

け れ ば な ら な い 。

（ 法 第 2 6 条 第 4 項 、 則 第 2 4 条 の 2 ）
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【 よ く あ る 派 遣 法 違 反 ・ 指 摘 さ れ る ケ ー ス 】

・ 労 働 者 派 遣 契 約 の 締 結 の 都 度 、 あ ら か じ め 提 供

し て い な い 。

・ 派 遣 元 か ら 求 め ら れ て い な い か ら 、 提 供 し て い

な い 。

※この資料において法令等の名称について以下の通り略して示しています。
法：労働者派遣法 則：労働者派遣法施行規則

資料「労働者派遣事業とは…」 P５



③ 労働者派遣契約書－１

◆ 受 け 入 れ る 派 遣 労 働 者 が 従 事 す る 業 務 に 伴

う 責 任 の 程 度 を 、 労 働 者 派 遣 契 約 書 に 定 め

な く て は な ら な い 。

◆ 派 遣 労 働 者 を 協 定 対 象 派 遣 労 働 者 に 限 定 す

る か 否 か を 、 労 働 者 派 遣 契 約 書 に 定 め な く

て は な ら な い 。
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【 よ く あ る 派 遣 法 違 反 ・ 指 摘 さ れ る ケ ー ス 】

・ 「 責 任 の 程 度 」

「 協 定 対 象 派 遣 労 働 者 に 限 定 す る か 否 か の 別 」

を 記 載 し て い な い 。

※この資料において法令等の名称について以下の通り略して示しています。
法：労働者派遣法 則：労働者派遣法施行規則

資料「労働者派遣事業とは…」 P７～９



③ 労働者派遣契約書－２

◆ 派 遣 労 働 者 が 派 遣 労 働 に 従 事 す る 事 業 所 名

称 、 就 業 の 場 所 、 組 織 単 位 、 電 話 番 号 、 指

揮 命 令 者 等 、 労 働 者 派 遣 契 約 書 に 定 め な く

て は な ら な い 。 （ 法 第 2 6 条 第 １ 項 ）
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【 よ く あ る 派 遣 法 違 反 ・ 指 摘 さ れ る ケ ー ス 】

・ 「 組 織 単 位 」 が 記 載 さ れ て い な い 。

・ 「 組 織 単 位 」 と 「 指 揮 命 令 者 」 に 整 合 性 が 無 い 。

※この資料において法令等の名称について以下の通り略して示しています。
法：労働者派遣法 則：労働者派遣法施行規則

資料「労働者派遣事業とは…」 P７～９



③ 労働者派遣契約書－３

◆ 派 遣 労 働 者 が 派 遣 就 業 す る 日 、 派 遣 就 業 の

開 始 及 び 終 了 の 時 間 並 び に 休 憩 時 間 を 労 働

者 派 遣 契 約 書 に 定 め な く て は な ら な い 。

（ 法 第 2 6 条 第 １ 項 ）
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【 よ く あ る 派 遣 法 違 反 ・ 指 摘 さ れ る ケ ー ス 】

・ 「 派 遣 先 カ レ ン ダ ー に よ る 」 「 シ フ ト に よ る 」

等 と 記 載 さ れ て い る だ け で 、 そ の 派 遣 先 カ レ ン

ダ ー 、 シ フ ト 表 が 契 約 書 に 添 付 等 さ れ て い な い

た め 、 具 体 的 な 日 時 が 分 か ら な い 。

・ シ フ ト で 就 業 時 間 が 複 数 あ る に も 関 わ ら ず 、 各

日 の 就 業 時 間 が シ フ ト に 記 載 さ れ て い な い た め

具 体 的 な 就 業 時 間 が 分 か ら な い 。

・ 契 約 書 の 一 部 と し て 派 遣 先 カ レ ン ダ ー 、 シ フ ト

表 は 一 緒 に 保 管 す る 。

※この資料において法令等の名称について以下の通り略して示しています。
法：労働者派遣法 則：労働者派遣法施行規則

資料「労働者派遣事業とは…」 P７～９

カレンダー

シフト表
労働者派遣
契約書
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③ 労働者派遣契約書－４

◆ 労 働 者 派 遣 の 役 務 の 提 供 を 受 け る 者 が 労

働 者 派 遣 の 終 了 後 に 当 該 労 働 者 派 遣 に 係 る

派 遣 労 働 者 を 雇 用 す る 場 合 に 、 労 働 者 派 遣

を す る 事 業 主 に 対 し 、 あ ら か じ め そ の 旨 を

通 知 す る こ と 、 手 数 料 を 支 払 う こ と 、 そ の

他 の 労 働 者 派 遣 の 終 了 後 に 労 働 者 派 遣 契 約

の 当 事 者 間 の 紛 争 を 防 止 す る た め に 講 ず る

措 置 。 （ 法 第 2 6 条 第 １ 項 第 １ ０ 号 、 施 行

規 則 第 ２ ２ 条 第 ５ 号 ）
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【 よ く あ る ケ ー ス 】

派 遣 先 が 派 遣 元 を 介 さ ず に 派 遣 労 働 者 と

直 接 交 渉 し 、 労 働 者 派 遣 の 終 了 後 に 当 該 労

働 者 派 遣 に 係 る 派 遣 労 働 者 を 雇 用 し た と こ

ろ 、 派 遣 元 か ら 手 数 料 を 請 求 さ れ た 。

※この資料において法令等の名称について以下の通り略して示しています。
法：労働者派遣法 則：労働者派遣法施行規則

資料「労働者派遣事業とは…」 P.９

●

●

 20.派遣労働者を
  協定対象派遣労働
  者に限定するか
  否かの別

協定対象派遣労働者に限定する。

協定対象派遣労働者に限定しない。

 21.派遣労働者を
  無期雇用派遣労働
  者又は60歳以上
　の者に限定するか
  否かの別

無期雇用派遣労働者又は60歳以上の者に限定しない

無期雇用派遣労働者　・　60歳以上の者に限定する。

 19.派遣先が派遣
  労働者を雇用する
  場合の紛争防止
  措置

【有料職業紹介事業の許可を有していない場合】
労働者派遣の役務の提供の終了後、当該派遣労働者を派遣先が雇用する場合には、その雇用意
思を事前に派遣元事業主に対して示すこと。

【有料職業紹介事業の許可を有している場合】
労働者派遣の役務の提供の終了後、当該派遣労働者を派遣先が雇用する場合には、その雇用意
思を事前に派遣元事業主に対して示すこと。また、職業紹介を経由して行うこととし、紹介手数料とし
て、派遣先は派遣元事業主に対して、支払われる賃金額の●●分の●●に相当する額を支払うもの
とする。ただし、引き続き６箇月を超えて雇用された場合にあっては、６箇月間の雇用に係る賃金とし
て支払われる賃金額の●分の●に相当する額とする 。

 18.派遣労働者の
  福祉の増進のため
  の便宜の供与

派遣先は、派遣先の労働者に対して利用の機会を与える診療所については、本契約に基づく労働
者派遣に係る派遣労働者に対しても、利用の機会を与えるように配慮しなければならないこととする。

＜令和３年１月１日施行・適用＞

労働者派遣法施行規則第２１条第３項に基づき、書面により作成することとされている労働者派遣契約について、電磁的記録

により作成することが認められます。〔厚生労働省の所管する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等における情

報通信の技術の利用に関する省令 別表第２〕

【注】 派遣元と派遣先との間で、派遣先が当該労働者に対し、派遣先が設置及び運営する施設であって、

現に派遣先に雇用される労働者が通常利用しているもの、レクリエーション等に関する施設又は設備の

利用、制服の貸与、教育訓練その他の派遣労働者の福祉の増進のための便宜を供与する旨の定めを

した場合には、当該便宜の供与に関する事項について記載すること。 なお、派遣先の給食施設、

休憩室及び更衣室の利用については、法律上の派遣契約の記載事項ではないが、法40条第3項及び

則32条の3の規定に基づき利用機会を付与しなければならないものとされていることに留意。

（参照）法40条第4項、則22条第4号、派遣先指針第２の９（１）、

要領第５労働者派遣契約２契約の内容等（１）イ （ハ）⑬

【注】 有料職業紹介事業を行おうとする者は、厚生労働大臣の許可を受けなければならないことに

留意すること。（職業安定法第30条）
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シフトで定める場合の例

派遣人数：１人

就業日 ：シフトによる
就業時間：シフトによる

就業時間パターン
①８：００～１７：００
(休憩：12:00～13:00)

②８：３０～１７：３０
(休憩：12:30～13:30)

③９：００～１８：００
(休憩：13:00～14:00)

日 月 火 水 木 金 土

１
①

２
①

３
②

４
①

５
①

６
㊡

７
③

８
㊡

９
①

10
②

11
①

12
①

13
㊡

14
㊡

15
①

16
①

17
②

18
①

19
①

20
㊡

21
③

22
㊡

23
①

24
②

25
①

26
①

27
㊡

28
㊡

29
㊡

30
①

令和7年●月 シフト表

●このシフトによって、１日は①８：００～１７：００、７日は③９：００～１８：００、
８日は休日というように、就業日と就業時間をシフト表によって定めたことになる。

●シフト表も労働者派遣契約書の一部として一緒に保管しておく。



⑥ 派遣先管理台帳

◆ 派 遣 先 管 理 台 帳 を 作 成 し 、 派 遣 労 働 者 ご と

に 必 要 事 項 を 記 載 し な け れ ば な ら な い 。

（ 法 第 4 2 条 第 １ 項 ）
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【 よ く あ る 派 遣 法 違 反 ・ 指 摘 さ れ る ケ ー ス 】

・ 派 遣 先 管 理 台 帳 を 作 成 し て い な い 。

・ 「 6 0 歳 以 上 で あ る か 否 か の 別 」

「 責 任 の 程 度 」

「 協 定 対 象 派 遣 労 働 者 で あ る か 否 か の 別 」

「 無 期 雇 用 派 遣 労 働 者 か 有 期 雇 用 労 働 者 か の 別 」

「 教 育 訓 練 を 行 っ た 日 時 、 内 容 」

の 記 載 を し て い な い 。

※この資料において法令等の名称について以下の通り略して示しています。
法：労働者派遣法 則：労働者派遣法施行規則

資料「労働者派遣事業とは…」 P.19



⑨ 派遣先から派遣元事業主への通知

◆ １ か 月 に １ 回 以 上 、 一 定 の 期 日 を 決 め て 、

派 遣 労 働 者 が 就 業 し た 日 、 派 遣 就 業 ご と の

始 業 、 終 業 の 時 間 、 休 憩 時 間 な ど を 派 遣 元

に 対 し て 、 書 面 等 に よ り 通 知 し な け れ ば な

ら な い 。

（ 法 第 4 2 条 第 ３ 項 、 則 第 3 8 条 第 １ 項 ）

31

【 よ く あ る 派 遣 法 違 反 ・ 指 摘 さ れ る ケ ー ス 】

・ タ イ ム カ ー ド で 氏 名 、 始 業 終 業 時 間 だ け を 通 知 し 、

「 業 務 の 種 類 」

「 責 任 の 程 度 」

「 派 遣 就 業 し た 事 業 所 の 名 称 及 び 所 在 地 、 就 業 場 所 」

「 組 織 単 位 」

「 休 憩 時 間 」

を 通 知 し て い な い 。

※この資料において法令等の名称について以下の通り略して示しています。
法：労働者派遣法 則：労働者派遣法施行規則

資料「労働者派遣事業とは…」 P.20



◆ 派 遣 先 は 、 前 項 各 号 に 掲 げ る 事 項 を ( 略 ) 当 該

事 業 所 等 の 労 働 者 に 周 知 し な け れ ば な ら な い 。

（ 則 第 3 3 条 の 3 第 4 項 ）
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【 よ く あ る 派 遣 法 違 反 ・ 指 摘 さ れ る ケ ー ス 】

・ 事 業 所 の 正 社 員 等 一 部 労 働 者 の み に 通 知 し 、

パ ー ト ・ ア ル バ イ ト を 含 む 全 労 働 者 に 通 知

し て い な い 。

※この資料において法令等の名称について以下の通り略して示しています。
法：労働者派遣法 則：労働者派遣法施行規則

資料「労働者派遣事業とは…」 P.31

⑩ 過半数労働者の意見聴取
令和６年8月15日

派遣可能期間の延長に係る労働者への周知

令和６年8月15日付け、「意見書」により聴取した意見に関する事項については下記の
通りです。（労働者派遣法施行規則第33条の3第4項）

記

１ 意見を聴いた過半数労働組合又は過半数代表者の氏名
過半数労働者代表 □ □ □ □

（選任方法 ）

２ 過半数労働組合又は過半数労働者代表に通知した日及び通知した事項
（１）通知した日

令和６年7月1日
（２）通知した事項
①派遣可能期間を延長しようとする事業所

株式会社○○○○ ○○工場 ○○市○○区○○町○－○－○
②延長しようとする期間

令和６年10月1日～令和９年9月30日
③当事業所における派遣労働者の受入れ状況

令和３年10月1日～令和６年6月末までの状況

３ 過半数労働者代表から意見を聴いた日及び当該意見の内容
（１）意見を聴いた日

令和６年8月15日
（２）意見の内容

派遣可能期間の延長については異議がありません
（異議があった場合はその内容を記載）

◆ 派 遣 先 は 、 前 項 の 書 面 に 記 載 し た 事 項 を 、 前

条 第 4 項 各 号 に 掲 げ る 方 法 に よ っ て 、 当 該 事 業

所 等 の 労 働 者 に 周 知 し な け れ ば な ら な い 。

（ 則 第 3 3 条 の ４ 第 ２ 項 及 び 第 3 項 ）



◆ 派 遣 先 は 、 第 3 項 の 規 定 に よ り 派 遣 可 能 期 間

を 延 長 し た と き は 、 速 や か に 、 当 該 労 働 者 派 遣

を す る 派 遣 元 事 業 主 に 対 し 、 当 該 事 業 所 そ の 他

派 遣 就 業 の 場 所 ご と の 業 務 に つ い て 第 1 項 の 規

定 に 抵 触 す る こ と と な る 最 初 の 日 を 通 知 し な け

れ ば な ら な い 。

（ 法 第 4 0 条 の 2 第 ７ 項 ）

33

【 よ く あ る 派 遣 法 違 反 ・ 指 摘 さ れ る ケ ー ス 】

・ 事 業 所 内 で 派 遣 可 能 期 間 を 延 長 し た 後 、 速 や か

に 派 遣 元 事 業 主 に 通 知 し て い な い 。

・ 派 遣 可 能 期 間 を 延 長 し た 旨 の 通 知 を 口 頭 の み で

行 い 、 書 面 に よ る 通 知 を 行 っ て い な い 。

※この資料において法令等の名称について以下の通り略して示しています。
法：労働者派遣法 則：労働者派遣法施行規則

資料「労働者派遣事業とは…」 P.32⑪ 派遣可能期間を延長した通知

◆ 法 第 4 0 条 の 2 第 7 項 の 規 定 に よ る 通 知 は 、

同 項 の 規 定 に よ り 通 知 す べ き 事 項 に 係 る 書 面 の

交 付 等 に よ り 行 わ な け れ ば な ら な い 。

（ 則 第 ３ ３ 条 の ６ ）

令和6年８月15日

延長後の派遣可能期間の制限（事業所単位の期間制限）
に抵触する日の通知

労働者派遣法第40条の２第７項に基づき、延長後の派遣可能期
間の制限（事業所単位の期間制限）に抵触することとなる最初の日
（以下、「抵触日」という。）を下記のとおり通知します。

記

１ 労働者派遣の役務の提供を受ける事業所

株式会社○○○○ ○○工場

神奈川県○○市○○区○○町○－○－○

２ 上記事業所の延長後の抵触日

令和９年１０月１日



・ご質問については、質問票にご記入の上、メールでお願い
します。
14kn-jukyuu@mhlw.go.jp

・ミーティング（セミナー）退室後または終了後にアンケート
画面が開きますので、ご回答をお願いいたします。

ご清聴いただきありがとうございました。


	スライド 0
	スライド 1: 派遣先担当者セミナー
	スライド 2: 　１．派遣労働者の適正な受け入れについて  　 　２．派遣先における派遣法違反・指摘事項等が多いもの 
	スライド 3
	スライド 4: 派遣元・派遣先それぞれが、労働者派遣法等の法令を遵守し、適正に実施していく必要があります。
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34

